
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間
に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバ
リア絶縁膜を成膜する工程の少なくとも初期に、前記成膜ガスにアンモニアガス又は窒素
ガスを加えることを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項２】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスと、Ｈｅ又はＡｒのうち少なくとも何れか一からなる
希釈ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ To
rr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
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ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバ
リア絶縁膜を成膜する工程の少なくとも初期に前記希釈ガスの流量を増やすことを特徴と
する半導体装置の製造方法。
【請求項３】
　前記希釈ガスはＨｅであり、前記アルキル化合物に対する前記希釈ガスの流量比は８以
上であることを特徴とする請求項２記載の半導体装置の製造方法。
【請求項４】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスと、Ｈｅからなる希釈ガスとを含む成膜ガスを前記第
１の電極と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記アルキル化合物に対する前記希釈ガスの流量比は８以上であることを特徴とする半
導体装置の製造方法。
【請求項５】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間
に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記バリア絶縁膜を成膜する工程において、成膜ガスの圧力を低い圧力から１ Torrまで
徐々に上昇させながら成膜することを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項６】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間
に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバ
リア絶縁膜を成膜する工程において、成膜初期から途中まではガス圧力を１ Torr以下に保
持して成膜し、途中から前記バリア絶縁膜の成膜が終了するまで前記ガス圧力を１ Torrよ
りも高い圧力にして成膜することを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項７】
　 、表面に銅
膜を主とする配線又は電極が露出した基板を保持する工程と、
　アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間
に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に 高周波電力を供給して
前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリ
ア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記第１及び第２の電極のうち何れか一に高周波電力を供給して前記成膜ガスをプラズ
マ化し、反応させて、前記基板表面を覆うバリア絶縁膜を形成する工程の初期だけ、前記
第１及び第２の電極のうち何れか一に高周波電力を供給するほかに、他方の前記電極に周
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波数５０ｋＨｚ以上、１ＭＨｚ未満の低周波電力を供給することを特徴とする半導体装置
の製造方法。
【請求項８】
　前記アルキル化合物は、ヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ： (CH3 )3 Si-O-Si(CH3 )

3）、オクタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ：
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）、テトラメチルシクロテトラシロキサン（ＴＭＣＴＳ：
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）、又はオクタメチルトリシロキサン（ＯＭＴＳ：
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
）のうち何れか一であることを特徴とする請求項１乃至７の何れか一に記載の半導体装置
の製造方法。
【請求項９】
　前記アルキル化合物は、モノメチルシラン（ SiH3 (CH3 )）、ジメチルシラン（ SiH2 (CH3 )

2）、トリメチルシラン（ SiH(CH3 ) 3）、又はテトラメチルシラン（ Si(CH3 ) 4）のうち何
れか一であるメチルシランのうち何れか一であることを特徴とする請求項１乃至７の何れ
か一に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記アルキル化合物は、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有する化合物であることを特徴とする請求
項１乃至７の何れか一に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１１】
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　前記Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有する化合物は、 CH3 -O-Si(CH3 ) 2 -O-CH3であることを特徴と
する請求項１０記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１２】
　前記酸素含有ガスは、Ｏ 2、Ｎ 2Ｏ、Ｈ 2Ｏ又はＣＯ 2のうち何れか一であることを特徴と
する請求項１乃至７の何れか一に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１３】
　前記酸素含有ガスはＮ 2Ｏであり、アルキル化合物に対するその流量比は８以下である
ことを特徴とする請求項１２記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１４】
　前記成膜ガスは、ハイドロカーボンを含むことを特徴とする請求項１乃至１３の何れか
一に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１５】
　前記ハイドロカーボンは、メタン（ＣＨ 4）、アセチレン（Ｃ 2Ｈ 2）、又はエチレン（
Ｃ 2Ｈ 4）のうち何れか一であることを特徴とする請求項１４記載の半導体装置の製造方法
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、半導体装置の製造方法に関し、より詳しくは、プラズマＣＶＤ法により銅配線
を被覆するバリア絶縁膜を形成する半導体装置の製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、半導体集積回路装置の高集積度化、高密度化とともに、データ転送速度の高速化が
要求されている。このため、ＲＣディレイの小さい低誘電率を有する絶縁膜（以下、低誘
電率絶縁膜と称する。）が用いられている。
【０００３】
一方、配線材料に関して、従来のアルミニウム（Ａｌ）から電気抵抗の低い銅（Ｃｕ）配
線に変わりつつある。
【０００４】
このため、銅配線上に層間絶縁膜として低誘電率絶縁膜を形成しているが、銅配線を形成
した後、低誘電率絶縁膜を形成する際又はその後の工程で、４００℃乃至４５０℃程度の
アニールが行われる。また、デバイスの動作中には層間絶縁膜に高い電界がかかる。従っ
て、熱や電界による低誘電率絶縁膜への銅の拡散を防止するため、低誘電率絶縁膜と銅配
線の間にバリア絶縁膜を挟んでいる。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、バリア絶縁膜は緻密ではあるが、比誘電率が高い。なかでも、 SiC系のバ
リア絶縁膜は比誘電率が５程度と比較的低いが、比誘電率２．８、膜厚５００ｎｍの低誘
電率絶縁膜に対して比誘電率５のバリア絶縁膜の膜厚を１００ｎｍとした場合、層間絶縁
膜全体の比誘電率は３．０２と大きくなってしまう。
【０００６】
このため、バリア絶縁膜の膜厚を５０ｎｍ程度に薄くすることが試みられているが、銅の
拡散防止能力が低下してしまう。
【０００７】
本発明は、上記の従来例の問題点に鑑みて創作されたものであり、銅の拡散を防止できる
緻密性を維持しつつ、さらに低い比誘電率のバリア絶縁膜を形成することができる半導体
装置の製造方法を提供するものである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するため、第１の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及
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び該第１の電極に対向する第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配
線又は電極が露出した基板を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む
成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する
工程と、前記第１及び第２の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供
給して前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆
うバリア絶縁膜を成膜する工程とを有し、前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前
記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する工程の少なくとも初期に、
前記成膜ガスにアンモニアガス又は窒素ガスを加えることを特徴とし、
　第２の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及び該第１の電極に対向する
第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配線又は電極が露出した基板
を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスと、Ｈｅ又はＡｒのうち少なくとも
何れか一からなる希釈ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間に供給し
、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、前記第１及び第２の電極のうち何れか一に周
波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前
記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する工程とを有し、
　前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバ
リア絶縁膜を成膜する工程の少なくとも初期に前記希釈ガスの流量を増やすことを特徴と
し、
　第３の発明は、第２の発明の半導体装置の製造方法に係り、前記希釈ガスはＨｅであり
、前記シリコン含有有機化合物に対するその流量比は８以上であることを特徴とし、
　第４の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及び該第１の電極に対向する
第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配線又は電極が露出した基板
を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスと、Ｈｅからなる希釈ガスとを含む
成膜ガスを前記第１の電極と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する
工程と、前記第１及び第２の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供
給して前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆
うバリア絶縁膜を成膜する工程とを有し、前記アルキル化合物に対する前記希釈ガスの流
量比は８以上であることを特徴とし、
　第５の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及び該第１の電極に対向する
第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配線又は電極が露出した基板
を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極
と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、前記第１及び第２
の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して前記成膜ガスをプラ
ズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する
工程とを有し、前記バリア絶縁膜を成膜する工程において、成膜ガスの圧力を低い圧力か
ら１ Torrまで徐々に上昇させながら成膜することを特徴とし、
　第６の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及び該第１の電極に対向する
第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配線又は電極が露出した基板
を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極
と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、前記第１及び第２
の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して前記成膜ガスをプラ
ズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する
工程とを有し、前記成膜ガスをプラズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は
電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する工程において、成膜初期から途中まではガス圧力を１
Torr以下に保持して成膜し、途中から前記バリア絶縁膜の成膜が終了するまで前記ガス圧
力を１ Torrよりも高い圧力にして成膜することを特徴とし、
　第７の発明は、半導体装置の製造方法に係り、第１の電極及び該第１の電極に対向する
第２の電極のうち前記第２の電極に、表面に銅膜を主とする配線又は電極が露出した基板
を保持する工程と、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを前記第１の電極
と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１ Torr以下に調整する工程と、前記第１及び第２
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の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して前記成膜ガスをプラ
ズマ化し、反応させて、前記銅膜を主とする配線又は電極を覆うバリア絶縁膜を成膜する
工程とを有し、前記第１及び第２の電極のうち何れか一に高周波電力を供給して前記成膜
ガスをプラズマ化し、反応させて、前記基板表面を覆うバリア絶縁膜を形成する工程の初
期だけ、前記第１及び第２の電極のうち何れか一に高周波電力を供給するほかに、他方の
前記電極に周波数５０ｋＨｚ以上、１ＭＨｚ未満の低周波電力を供給することを特徴とし
、
　第８の発明は、第１乃至第７の発明の何れか一の半導体装置の製造方法に係り、前記ア
ルキル化合物は、ヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ： (CH3 )3 Si-O-Si(CH3 )3）、オ
クタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ：
【０００９】
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１０】
）、テトラメチルシクロテトラシロキサン（ＴＭＣＴＳ：
【００１１】
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１２】
）、又はオクタメチルトリシロキサン（ＯＭＴＳ：
【００１３】
【化６】
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【００１４】
）のうち何れか一であることを特徴とし、
　第９の発明は、第１乃至第７の発明の何れか一の半導体装置の製造方法に係り、前記ア
ルキル化合物は、モノメチルシラン（ SiH3 (CH3 )）、ジメチルシラン（ SiH2 (CH3 )2）、ト
リメチルシラン（ SiH(CH3 ) 3）、又はテトラメチルシラン（ Si(CH3 ) 4）のうち何れか一
であるメチルシランのうち何れか一であることを特徴とし、
　第１０の発明は、第１乃至第７の発明の何れか一の半導体装置の製造方法に係り、前記
アルキル化合物は、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有する化合物であることを特徴とし、
　第１１の発明は、第１０の発明の半導体装置の製造方法に係り、前記Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合
を有する化合物は、 CH3 -O-Si(CH3 ) 2 -O-CH3であることを特徴とし、
　第１２の発明は、第１乃至第７の発明の何れか一の半導体装置の製造方法に係り、前記
酸素含有ガスは、Ｏ 2、Ｎ 2Ｏ、Ｈ 2Ｏ又はＣＯ 2のうち何れか一であることを特徴とし、
　第１３の発明は、第１２の発明の半導体装置の製造方法に係り、前記酸素含有ガスはＮ

2Ｏであり、アルキル化合物に対するその流量比は８以下であることを特徴とし、
　第１４の発明は、第１乃至第１３の発明の何れか一の半導体装置の製造方法に係り、前
記成膜ガスは、ハイドロカーボンを含むことを特徴とし、
　第１５の発明は、第１４の発明の半導体装置の製造方法に係り、前記ハイドロカーボン
は、メタン（ＣＨ 4）、アセチレン（Ｃ 2Ｈ 2）、又はエチレン（Ｃ 2Ｈ 4）のうち何れか一
であることを特徴としている。
【００１５】
以下に、上記本発明の構成に基づく作用について説明する。
【００１６】
この発明では、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを第１の電極と第２の
電極の間に供給し、ガス圧力を１Ｔｏｒｒ以下に調整し、その後、第１及び第２の電極の
うち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して成膜ガスをプラズマ化し、反
応させて銅配線を被覆するバリア絶縁膜を形成している。
【００１７】
高周波電力のみでプラズマ化した成膜ガスを用いることにより、低い比誘電率を達成でき
るとともに、少なくとも成膜初期に成膜ガスの圧力を１ Torr以下にすることにより銅の拡
散を防止し得るに十分な絶縁膜の緻密性を維持することができる。
【００１８】
低い比誘電率を維持しつつ、緻密性を向上させるために、この発明では、さらに、成膜ガ
スの圧力を低い圧力から１Ｔｏｒｒまで徐々に上昇させながら成膜し、又はアンモニア（
ＮＨ 3）や窒素（Ｎ 2）を少なくとも成膜初期に成膜ガスに加え、又はＨｅ或いはＡｒのう
ち少なくとも何れか一からなる希釈ガスを含む成膜ガスを用い、或いは少なくとも成膜初
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期に希釈ガスの流量を増大させて用い、また、成膜初期に低周波のバイアス電力を印加し
ている。
【００１９】
また、バリア絶縁膜上に形成した低い比誘電率の絶縁膜のエッチング材に対するエッチン
グ選択性を高めるためにさらにハイドロカーボンを加えている。
【００２０】
以上のように、本発明によれば、銅の拡散を防止するのに十分な緻密性を維持しつつ、さ
らに低い比誘電率のバリア絶縁膜を形成することができる。
【００２１】
【発明の実施の形態】
以下に、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
（本発明の実施の形態である成膜方法に用いるプラズマＣＶＤ装置の説明）
図１は、本発明の実施の形態に係る半導体装置の製造方法に用いられる平行平板型のプラ
ズマＣＶＤ装置１０１の構成を示す側面図である。
このプラズマＣＶＤ装置１０１は、プラズマガスにより被成膜基板２１上にバリア絶縁膜
を形成する場所である成膜部１０１Ａと、成膜ガスを構成する複数のガスの供給源を有す
る成膜ガス供給部１０１Ｂとから構成されている。
【００２２】
成膜部１０１Ａは、図１に示すように、減圧可能なチャンバ１を備え、チャンバ１は排気
配管４を通して排気装置６と接続されている。排気配管４の途中にはチャンバ１と排気装
置６の間の導通／非導通を制御する開閉バルブ５が設けられている。チャンバ１にはチャ
ンバ１内の圧力を監視する不図示の真空計などの圧力計測手段が設けられている。
【００２３】
チャンバ１内には対向する一対の上部電極（第１の電極）２と下部電極（第２の電極）３
とが備えられ、上部電極２に周波数１３．５６ＭＨｚの高周波電力を供給する高周波電力
供給電源（ＲＦ電源）７が接続され、下部電極３に周波数３８０ｋＨｚの低周波電力を供
給する低周波電力供給電源８が接続されている。これらの電源７、８のうち少なくとも高
周波電力供給電源７から上部電極２に高周波電力を供給して、成膜ガスをプラズマ化する
。上部電極２、下部電極３及び電源７、８が成膜ガスをプラズマ化するプラズマ生成手段
を構成する。
【００２４】
なお、下部電極３には、周波数３８０ｋＨｚのみならず、周波数５０ｋＨｚ乃至１ＭＨｚ
の低周波電力を印加することができるし、また、下部電極３に対向する上部電極２には、
周波数１３．５６ＭＨｚのみならず、周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を印加してもよい
。さらに、図１では上部電極２に高周波電源が接続され、下部電極３に低周波電源が接続
されているが、高周波電源７は上部電極２に限らず、上部電極２又は下部電極３の何れか
一に接続され、かつ低周波電源８は下部電極３に限らず、他の電極に接続されていれば、
この発明の目的を達成することができる。
【００２５】
上部電極２は成膜ガスの分散具を兼ねている。上部電極２には複数の貫通孔が形成され、
下部電極３との対向面における貫通孔の開口部が成膜ガスの放出口（導入口）となる。こ
の成膜ガスの放出口は成膜ガス供給部１０１Ｂと配管９ａで接続されている。また、場合
により、上部電極２には図示しないヒータが備えられることもある。成膜中に上部電極２
を温度凡そ１００℃程度に加熱しておくことにより、成膜ガスの反応生成物からなるパー
ティクルが上部電極２に付着するのを防止するためである。
【００２６】
下部電極３は被成膜基板２１の保持台を兼ね、また、保持台上の被成膜基板２１を加熱す
るヒータ１２を備えている。
【００２７】
成膜ガス供給部１０１Ｂには、ヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ： (CH3 ) 3 Si-O-Si
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(CH3 )3）等のシロキサン結合を有するアルキル化合物の供給源と、一般式 SiHn(CH3 )4 - n（
ｎ＝０乃至３）で表されるメチルシランの供給源と、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル
化合物の供給源と、メタン（ＣＨ 4）、アセチレン（Ｃ 2 H2）やエチレン（Ｃ 2 H4）などの
ハイドロカーボン（Ｃ mＨ n）の供給源と、酸素（Ｏ 2）、一酸化二窒素（Ｎ 2Ｏ）、水（Ｈ

2Ｏ）、二酸化炭素（ＣＯ 2）の酸素含有ガスの供給源と、アンモニア（ＮＨ 3）の供給源
と、Ｈｅ又はＡｒ（不活性ガス）のうち少なくとも何れか一からなる希釈ガスの供給源と
、同じく不活性ガスである窒素（Ｎ 2）の供給源とが設けられている。
【００２８】
これらのガスは適宜分岐配管９ｂ乃至９ｉ及びこれらすべての分岐配管９ｂ乃至９ｉが接
続された配管９ａを通して成膜部１０１Ａのチャンバ１内に供給される。分岐配管９ｂ乃
至９ｉの途中に流量調整手段１１ａ乃至１１ｈや、分岐配管９ｂ乃至９ｉの導通／非導通
を制御する開閉手段１０ｂ乃至１０ｎ，１０ｐ乃至１０ｒが設置され、配管９ａの途中に
配管９ａの閉鎖／導通を行う開閉手段１０ａが設置されている。また、Ｎ 2ガスを流通さ
せて分岐配管９ｂ乃至９ｇ内の残留ガスをパージするため、Ｎ 2ガスの供給源と接続され
た分岐配管９ｉとその他の分岐配管９ｂ乃至９ｇの間の導通／非導通を制御する開閉手段
１０ｓ乃至１０ｘが設置されている。なお、Ｎ 2ガスは、分岐配管９ｂ乃至９ｇ内のほか
に、配管９ａ内及びチャンバ１内の残留ガスをパージするために用いる。また、Ｎ 2ガス
は成膜ガスとして用いる。
【００２９】
以上のような成膜装置１０１によれば、ヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ）等のシ
ロキサン結合を有するアルキル化合物の供給源と、一般式 SiHn (CH3 )4 - n（ｎ＝０乃至３）
で表されるメチルシランの供給源と、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物の供給源
と、ハイドロカーボン（Ｃ mＨ n）の供給源と、酸素（Ｏ 2）、一酸化二窒素（Ｎ 2Ｏ）、水
（Ｈ 2Ｏ）、二酸化炭素（ＣＯ 2）の酸素含有ガスの供給源と、アンモニア（ＮＨ 3）の供
給源と、Ｈｅ又はＡｒ（不活性ガス）のうち少なくとも何れか一からなる希釈ガスの供給
源と、同じく不活性ガスである窒素（Ｎ 2）の供給源とを備え、さらに成膜ガスをプラズ
マ化するプラズマ生成手段２、３、７、８を備えている。
【００３０】
これにより、以下に説明するプラズマＣＶＤ法により、低誘電率を有し、かつ緻密で、銅
の拡散を抑制し得るバリア絶縁膜を形成することができる。
【００３１】
次に、本発明に用いるバリア絶縁膜の成膜ガスである、シロキサン結合を有するアルキル
化合物、メチルシラン、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物などのアルキル化合物
、及びハイドロカーボンについて説明する。
【００３２】
代表例として以下に示すものを用いることができる。
【００３３】
（ｉ）シロキサン結合を有するアルキル化合物
ヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ： (CH3 )3 Si-O-Si(CH3 )3）
オクタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ）
構造式
【００３４】
【化７】
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【００３５】
テトラメチルシクロテトラシロキサン（ＴＭＣＴＳ）
構造式
【００３６】
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３７】
オクタメチルトリシロキサン（ＯＭＴＳ）
構造式
【００３８】
【化９】
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【００３９】
（ ii）メチルシラン（ SiHn (CH3 )4 - n :ｎ＝０乃至３）
モノメチルシラン（ SiH3 (CH3 )）
ジメチルシラン（ SiH2 (CH3 )2）
トリメチルシラン（ SiH(CH3 )3）
テトラメチルシラン（ Si(CH3 )4）
（ iii）Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物
CH3 -O-Si(CH3 )2  -O-CH3の構造式を有する化合物
（ｉｖ）ハイドロカーボン（Ｃ mＨ n）
メタン（ＣＨ 4）
アセチレン（Ｃ 2Ｈ 2）
エチレン（Ｃ 2Ｈ 4）
（本発明の実施の形態である成膜方法の説明）
次に、この発明の実施の形態である、特に有効なガスの組み合わせや、有効な成膜条件の
組み合わせを用いた成膜方法について、図２（ａ）、（ｂ）、図３（ａ）、（ｂ）及び図
４（ａ）乃至（ｆ）を参照して説明する。
【００４０】
これらの図面は、成膜ガスを構成する各ガスのチャンバ１内への導入のタイミング、成膜
の際のガス流量やガス圧力の条件、及び成膜の際に平行平板型の２つの電極に印加する高
周波電力又は低周波電力の印加方法について示すチャートである。
【００４１】
そのうち、図２（ａ）乃至（ｃ）、図３（ａ）、（ｂ）は、少なくともアルキル化合物と
、酸素含有ガスとから構成される成膜ガスによりシリコン含有絶縁膜を成膜する方法のチ
ャートである。
【００４２】
図２（ａ）では、チャンバ１内に導入した成膜ガスの圧力を１Ｔｏｒｒ以下に調整し、上
部電極２又は下部電極３の何れか一に高周波電力を印加して成膜ガスをプラズマ化する。
図２（ｂ）では、図２（ａ）に対して成膜ガスの圧力を低い圧力から１Ｔｏｒｒまで徐々
に上昇させながら成膜することが異なる。図２（ｃ）では、図２（ａ）に対してチャンバ
１内に導入した成膜ガスの圧力を、成膜初期の一定の期間だけ１Ｔｏｒｒ以下に調整し、
一定の期間を経過後に１Ｔｏｒｒよりも高い圧力に調整することが異なる。図３（ａ）で
は、図２（ａ）に対して上部電極２又は下部電極３の何れか一に高周波電力を印加するほ
かに、さらに成膜初期の一定の期間だけ他の電極に低周波電力を印加することが異なる。
図３（ｂ）では、図２（ａ）に対して成膜ガスのうち酸素含有ガスの流量を、成膜初期の
一定の期間だけ多くし、一定期間の経過後に少くすることが異なる。
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【００４３】
また、以下に説明する図４（ａ）乃至図４（ｆ）では、図中に示すガスを他のガスに添加
して用いることを前提として、当該ガスの添加条件のみを記載している。
【００４４】
図４（ａ）乃至（ｃ）は、希釈ガスを含む成膜ガスにより成膜する場合のチャートである
。
【００４５】
図４（ａ）では、通常の流量の希釈ガスを加えている。図４（ｂ）では、図４（ａ）に対
して希釈ガスの流量を多くしていることが異なる。図４（ｃ）では、図４（ａ）に対して
希釈ガスの流量を、成膜初期の一定の期間だけ多くし、一定期間の経過後に少くすること
が異なる。
【００４６】
図４（ｄ）、（ｅ）は、アンモニアガス又は窒素ガスのうちの少なくとも何れか一を含む
成膜ガスにより成膜する場合のチャートである。
【００４７】
図４（ｄ）では、成膜中の全期間を通してアンモニアガス又は窒素ガスを加えている。図
４（ｅ）では、図４（ｄ）に対してアンモニアガス又は窒素ガスのうちの少なくとも何れ
か一を成膜初期の一定の期間だけ供給することが異なる。
図４（ａ）乃至図４（ｆ）と他のガスとの組み合わせの方法は以下の（イ）乃至（ハ）で
ある。（イ）図２（ｂ）、図３（ａ）又は図３（ｂ）と，図４（ａ）乃至図４（ｆ）の何
れか一とを組み合わせることができる。また、（ロ）図２（ｂ）、図３（ａ）又は図３（
ｂ）と、図４（ａ）乃至図４（ｃ）の何れか一とを組み合わせたものと、図４（ｄ）乃至
図４（ｅ）の何れか一とを組み合わせることができる。さらに、（ハ）（ロ）の各組み合
わせと、図４（ｆ）とを組み合わせることができる。
【００４８】
高周波電力のみでプラズマ化した成膜ガスを用いることにより、低い比誘電率を達成でき
るとともに、少なくとも成膜初期に成膜ガスの圧力を１ Torr以下にすることにより銅の拡
散を防止し得るに十分な絶縁膜の緻密性を維持することができる。
【００４９】
また、成膜ガスの圧力を低い圧力から１Ｔｏｒｒまで徐々に上昇させながら成膜すること
により、銅膜を主とする配線又は電極により近い部分では緻密な膜が得られ、遠くなるに
つれて低誘電率の膜が得られる。
【００５０】
さらに、アンモニア（ＮＨ 3）や窒素（Ｎ 2）を少なくとも成膜初期に成膜ガスに加え、又
はＨｅからなる希釈ガスを含む成膜ガスを用い、或いは少なくとも成膜初期に希釈ガスの
流量を増大させて用い、また、成膜初期に低周波のバイアス電力を印加することにより、
緻密性を向上させることができる。
【００５１】
また、ハイドロカーボンを加えることにより、バリア絶縁膜の上に形成した低誘電率膜の
エッチング材に対するエッチング耐性を向上させることができる。
【００５２】
以上のように、上記のチャートにしたがってこの発明が適用されるプラズマＣＶＤ法によ
り成膜することで、銅の拡散を十分に阻止できる程度に緻密で、かつ低い比誘電率を有す
るバリア絶縁膜を形成することができる。
【００５３】
次に、上記プラズマＣＶＤ装置を用いてこの発明が適用される半導体装置の製造方法によ
り種々の成膜条件で形成されたシリコン含有絶縁膜の比誘電率及びリーク電流を調査した
結果について説明する。
【００５４】
（１）第１実施例
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試料は、成膜前処理により銅膜の表面酸化膜を除去した後、銅膜の上にシリコン含有絶縁
膜を形成した。シリコン含有絶縁膜は、プラズマＣＶＤ法により以下の成膜条件で形成さ
れた。
【００５５】
（成膜前処理）
（ｉ）処理ガス：ＮＨ 3

ガス流量：５００ sccm
ガス圧力：１ Torr
（ ii）プラズマ化条件：
周波数：１３．５６ＭＨｚ
電力：１００Ｗ
時間：１０秒
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（成膜条件Ｉ）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
Ｈｅ流量：４００  sccm
ガス圧力：１ Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：２．８９
（アニール条件）
温度：４５０℃
処理期間：４時間
比誘電率の測定では、電極面積０．０２２６ｃｍ 2を有する水銀プローブをシリコン含有
絶縁膜の表面に接触させ、直流バイアス電圧に１ＭＨｚの小信号電圧を重畳して水銀プロ
ーブに印加した。比誘電率は測定されたＣ－Ｖ特性から換算して求めた。
【００５６】
また、リーク電流及び絶縁破壊耐性の測定では、銅膜を接地するとともに、水銀プローブ
に負の電圧を印加する。
【００５７】
リーク電流及び絶縁破壊耐性を測定した結果を図５及び図６に示す。図５及び図６は上記
試料について、シリコン含有絶縁膜を挟む水銀プローブと銅膜との間に流れるリーク電流
及び絶縁破壊耐性を調査したグラフである。図５はシリコン含有絶縁膜の成膜直後に調査
した結果で、図６はシリコン含有絶縁膜の成膜後、かつ上記の条件でアニールした後に調
査した結果である。
【００５８】
図５の縦軸は対数目盛で表したリーク電流密度（Ａ／ｃｍ 2）を示し、横軸は線形目盛で
表したシリコン含有絶縁膜にかかる電界強度（ＭＶ／ｃｍ）を示す。なお、横軸の負の符
号は負の電位を加えることを表している。図６も同様である。
【００５９】
　図５及び図６に示すように、リーク電流は－１ＭＶ／ｃｍのとき１０ - 1 0Ａ／ｃｍ 2に近
く、電界強度の全測定範囲においてアニール後でもアニール前に比べてほとんど変動がな
かった。
【００６０】
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図中、電界強度が－４ＭＶ／ｃｍ乃至－５ＭＶ／ｃｍの間でリーク電流が急激に立ち上が
っているのは、電界によるシリコン含有絶縁膜の絶縁破壊が起こっていることを表してい
る。アニール後に絶縁破壊が起こる電界強度が多少下がっているが、その電界強度は－４
ＭＶ／ｃｍ以上であり、絶縁膜自体の絶縁破壊耐性に近く、銅の拡散が抑制されているこ
とを示している。
【００６１】
なお、上記では、アルキル化合物としてシロキサン結合を有するＨＭＤＳＯを用いている
が、上記した他のシロキサン結合を有するアルキル化合物、例えばシロキサン結合を有す
るオクタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ）又はテトラメチルシクロテトラシ
ロキサン（ＴＭＣＴＳ）又はオクタメチルトリシロキサン（ＯＭＴＳ）や、メチルシラン
（ SiHn (CH3 )4 - n :ｎ＝０乃至３）や、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物を用いる
ことも可能である。
【００６２】
（２）第２実施例
試料は、第 1実施例と同じく成膜前処理により銅膜の表面酸化膜を除去した後、銅膜の上
にシリコン含有絶縁膜を形成した。シリコン含有絶縁膜は、プラズマＣＶＤ法により以下
の成膜条件で形成された。
【００６３】
試料は、シリコン含有絶縁膜は、プラズマＣＶＤ法により以下の成膜条件で形成された。
なお、成膜前処理条件及びアニール条件は第 1実施例と同じである。
【００６４】
（成膜条件 II）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
Ｈｅ流量：４００  sccm
ガス圧力：０．５ Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：３．４７
比誘電率とリーク電流の測定は第１実施例と同じように行った。
【００６５】
測定結果によれば比誘電率は上記したように３．４７であった。
【００６６】
次に、リーク電流を測定した結果を図７及び図８に示す。図７及び図８は上記試料につい
て、シリコン含有絶縁膜を挟む水銀プローブと銅膜との間に流れるリーク電流を調査した
グラフである。図７はシリコン含有絶縁膜の成膜直後に調査した結果で、図８はシリコン
含有絶縁膜の成膜後、かつアニール後に調査した結果である。
【００６７】
図７の縦軸は対数目盛で表したリーク電流密度（Ａ／ｃｍ 2）を示し、横軸は線形目盛で
表したシリコン含有絶縁膜にかかる電界強度（ＭＶ／ｃｍ）を示す。図８も同様である。
【００６８】
図７及び図８に示すように、リーク電流は成膜直後に電界強度－１ＭＶ／ｃｍのとき１０
- 9Ａ／ｃｍ 2以下で、電界強度の全測定範囲においてアニール後でもアニール前に比べて
ほとんど変動がなかった。
【００６９】
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また、シリコン含有絶縁膜の絶縁破壊が起こる電界強度も－４ＭＶ／ｃｍ乃至－５ＭＶ／
ｃｍの間にあり、第１実施例と同様に銅の拡散が抑制されていることを示している。
【００７０】
（３）第３実施例
試料は、第１実施例と同じく成膜前処理により銅膜の表面酸化膜を除去した後、銅膜の上
にシリコン含有絶縁膜を形成した。シリコン含有絶縁膜は、プラズマＣＶＤ法により以下
の成膜条件で形成された。
【００７１】
（成膜条件 III）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
Ｈｅ流量：４００  sccm
ＮＨ 3流量：２００  sccm
ガス圧力：１．０ Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：３．７
比誘電率とリーク電流の測定は第１実施例と同じように行った。
【００７２】
測定結果によれば、比誘電率は上記したように３．７であった。
【００７３】
次に、リーク電流を測定した結果を図９及び図１０に示す。図９及び図１０は上記試料に
ついて、シリコン含有絶縁膜を挟む水銀プローブと銅膜との間に流れるリーク電流を調査
したグラフである。図９はシリコン含有絶縁膜の成膜直後に調査した結果で、図１０はシ
リコン含有絶縁膜の成膜後、かつアニール後に調査した結果である。
【００７４】
図９の縦軸は対数目盛で表したリーク電流密度（Ａ／ｃｍ 2）を示し、横軸は線形目盛で
表したシリコン含有絶縁膜にかかる電界強度（ＭＶ／ｃｍ）を示す。図１０も同様である
。
【００７５】
　図９及び図１０に示すように、リーク電流は成膜直後に電界強度－１ＭＶ／ｃｍのとき
１０ - 9Ａ／ｃｍ 2で、アニール後に－４ＭＶ／ｃｍの前後で多少減少した以外アニール前
に比べてほとんど変動がなかった。
【００７６】
また、シリコン含有絶縁膜の絶縁破壊が起こる電界強度も－４ＭＶ／ｃｍ乃至－５ＭＶ／
ｃｍの間にあり、第１及び第２実施例と同様に銅の拡散が抑制されていることを示してい
る。
【００７７】
（４）第４実施例
図１１及び図１２を参照して本発明の第４実施例について説明する。
【００７８】
図１１は成膜ガスのガス圧力（Ｐ）に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様
子と、それらのガス圧力（Ｐ）及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破
壊耐性の関係とについて示すグラフである。また、図１２は成膜した絶縁膜の銅に対する
バリア性について示すグラフである。
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【００７９】
まず、この調査に用いた試料Ｓ１乃至Ｓ４の作成条件について説明する。成膜前処理条件
と成膜後のアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通りである。
（成膜条件 IV）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
ガス圧力：パラメータ（ 0.5、 0.75、 1.0、 1.5　 Torr、それぞれ試料Ｓ１乃至４に対応）
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：図１１を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。また、絶縁破壊耐性の測
定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って行った。また、成膜した絶縁
膜の銅に対するバリア性の調査はＳＩＭＳ（ Secondary Ion Mass Spectroscopy）により
行った。
【００８０】
図１１は成膜ガスのガス圧力（Ｐ）に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様
子と、それらのガス圧力（Ｐ）及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破
壊耐性の関係とについて示すグラフである。
【００８１】
図１１において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）を示し、横軸は線形目盛で表し
た成膜ガスのガス圧力（ｐ）（ Torr）を示す。また、測定点を○印で示す。この場合、○
印の中の●印はアニール後の絶縁破壊耐性試験で測定数５個に対して５個とも破壊しなか
ったことを示し、同じく×印は測定数５個に対して全数破壊したことを示す。また、△印
は測定数５個に対して１個乃至２個破壊したことを示す。なお、絶縁膜への電圧印加の初
期から絶縁膜に電流が流れたものを破壊とし、絶縁耐圧がアニール後に低下したが、ある
程度の大きさを有している試料は破壊としなかった。このことは以下の第５乃至第１０実
施例でも同じである。
【００８２】
図１１に示す結果によれば、ガス圧力（Ｐ）が大きくなるにつれて比誘電率（ｋ）が低下
する。そして、ガス圧力（Ｐ）が１．０ Torr以下で絶縁破壊耐性を有し、１．５ Torrで絶
縁破壊耐性がなくなった。
【００８３】
また、図１２は成膜した絶縁膜の銅に対するバリア性の調査結果について示すグラフであ
る。アニール前後の絶縁膜中の銅の分布をＳＩＭＳにより調査したものである。
【００８４】
図１２において、縦軸は対数目盛で表した絶縁膜中の銅の濃度（任意単位）を示し、横軸
は線形目盛で表した絶縁膜表面から測った絶縁膜中の測定箇所（ｎｍ）を示す。
【００８５】
図１２に示す結果によれば、何れの試料Ｓ１乃至Ｓ４もアニール前から絶縁膜中に銅が含
まれているが、これは絶縁膜の成膜時に銅が混入したものと考えられる。従って、この図
１２からはアニール前後での絶縁膜中の銅の含有量の変化を観察することが重要である。
【００８６】
この観点から観察すると、特に、試料Ｓ３に関し、絶縁破壊耐性試験では破壊したものは
なかったが、絶縁膜中への銅の拡散が見られた。一方、試料Ｓ１、Ｓ２ではアニール後で
も銅の拡散がほとんど見られなかった。即ち、試料Ｓ１、Ｓ２はバリア性を有することを
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示している。
【００８７】
（５）第５実施例
図１３を参照して本発明の第５実施例について説明する。
【００８８】
図１３は成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の
様子と、Ｎ 2Ｏガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性
の関係とについて示すグラフである。
【００８９】
まず、この調査に用いた試料Ｓ５乃至Ｓ９の作成条件について説明する。成膜前処理条件
及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件Ｖ）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：パラメータ
（１００、２００、４００、６００、８００  sccmとし、それぞれ試料Ｓ５乃至９に対応
する。）
Ｈｅ流量：４００  sccm
ガス圧力（Ｐ）：１　 Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：図１３を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。また、絶縁破壊耐性の測
定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って行った。
【００９０】
図１３は成膜ガスのＮ 2Ｏガス流量（ sccm）に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の
変化の様子と、それらのＮ 2Ｏガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後
の絶縁破壊耐性の関係とについて示すグラフである。図１３において、縦軸は線形目盛で
表した比誘電率（ｋ）を示し、横軸は線形目盛で表した成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量（ scc
m）を示す。
【００９１】
図１３に示す結果によれば、Ｎ 2Ｏガス流量が大きくなるにつれて比誘電率（ｋ）が低下
し、およそ４００ sccmより大きくなるとＮ 2Ｏガス流量が大きくなるにつれて逆に比誘電
率（ｋ）が増大する。そして、Ｎ 2Ｏガス流量が４００ sccm以下で絶縁破壊耐性を有し、
６００ sccmで絶縁破壊耐性がなくなった。
【００９２】
（６）第６実施例
図１４を参照して本発明の第６実施例について説明する。
【００９３】
図１４は成膜ガスのＨｅガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様子
と、Ｈｅガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係
とについて示すグラフである。
【００９４】
まず、この調査に用いた試料Ｓ１０乃至Ｓ１４の作成条件について説明する。成膜前処理
条件及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件 VI）
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（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
Ｈｅ流量：パラメータ（１００、２００、４００、６００、８００  sccm、　　　それぞ
れ試料Ｓ１０乃至１４に対応）
ガス圧力（Ｐ）：１　 Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：図１４を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。また、絶縁破壊耐性の測
定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って行った。
【００９５】
図１４は成膜ガス中のＨｅガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様
子と、それらのＨｅガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊
耐性の関係とについて示すグラフである。
【００９６】
図１４において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）を示し、横軸は線形目盛で表し
た成膜ガス中のＨｅガス流量（ sccm）を示す。
【００９７】
図１４に示す結果によれば、Ｈｅガス流量が大きくなるにつれて比誘電率（ｋ）が漸増す
る。そして、Ｈｅガス流量が４００ sccm以下で絶縁破壊耐性がなく、４００ sccmを越える
と絶縁破壊耐性を有するようになった。
【００９８】
（７）第７実施例
図１５を参照して本発明の第７実施例について説明する。
【００９９】
図１５は成膜ガスのＮ 2Ｏガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様
子と、Ｎ 2Ｏガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の
関係とについて示すグラフである。第５実施例（図１３）と異なるところは成膜ガス中に
ＮＨ 3を含む点である。
【０１００】
まず、この調査に用いた試料Ｓ１５乃至Ｓ１９の作成条件について説明する。成膜前処理
条件及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件 VII）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：パラメータ（１００、２００、４００、６００、８００  sccm、　　　それぞ
れ試料Ｓ１５乃至１９に対応）
ＮＨ 3流量：１００  sccm
Ｈｅ流量：４００  sccm
ガス圧力（Ｐ）：１　 Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
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膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：図１５を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。また、絶縁破壊耐性の測
定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って行った。
【０１０１】
図１５は成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の
様子と、それらのＮ 2Ｏガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁
破壊耐性の関係とについて示すグラフである。
【０１０２】
図１５において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）を示し、横軸は線形目盛で表し
た成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量（ sccm）を示す。
【０１０３】
図１５に示す結果によれば、Ｎ 2Ｏガス流量が大きくなるにつれて比誘電率（ｋ）が低減
していき、４００乃至６００ sccmから逆に漸増する。そして、全ての試料Ｓ１５乃至Ｓ１
９について絶縁破壊耐性を有する。
【０１０４】
（８）第８実施例
図１６を参照して本発明の第８実施例について説明する。
【０１０５】
図１６は成膜ガス中のＮＨ 3ガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の
様子と、ＮＨ 3ガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性
の関係とについて示すグラフである。
【０１０６】
まず、この調査に用いた試料Ｓ２０乃至Ｓ２４の作成条件について説明する。成膜前処理
条件及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件 VIII）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
ＮＨ 3流量：パラメータ（５０、１００、２００、４００、６００  sccm、それぞれ試料Ｓ
２０乃至２４に対応）
ガス圧力（Ｐ）：１　 Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜
膜厚：１００ｎｍ
比誘電率：図１６を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。また、絶縁破壊耐性の測
定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って行った。
【０１０７】
図１６は成膜ガス中のＮＨ 3ガス流量に対する成膜した絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の
様子と、それらのＮＨ 3ガス流量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁
破壊耐性の関係とについて示すグラフである。
【０１０８】
図１６において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）を示し、横軸は線形目盛で表し
た成膜ガス中のＮＨ 3ガス流量（ sccm）を示す。
【０１０９】
図１６に示す結果によれば、ＮＨ 3ガス流量５０ sccmでおよそ３となり、以降ＮＨ 3ガス流
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量が増えてくるにつれて比誘電率（ｋ）が急激に増大していき、４００ sccmからほぼ一定
の値（およそ５程度）に落ち着いた。そして、全ての試料Ｓ２０乃至Ｓ２４について絶縁
破壊耐性を有する。
【０１１０】
（９）第９実施例
以上の第４乃至第８の実施例からわかったことは、比誘電率が高いほど絶縁破壊耐性が大
きい。このため、第４乃至第８の実施例の絶縁膜単層では、比誘電率を低く、かつ絶縁破
壊耐性を高くという要求に応えることは難しい。この要求に対しては、比誘電率は高いが
絶縁破壊耐性に優れた絶縁膜と比誘電率は低いが絶縁破壊耐性が低い絶縁膜とを少なくと
も積層した２層以上の絶縁膜とすることが適している。この場合、特に、比誘電率を低く
、かつ絶縁破壊耐性を高くという要求に十分に応えるためには、絶縁破壊耐性に優れた絶
縁膜を薄く、比誘電率が低い絶縁膜を厚くすることが好ましい。
【０１１１】
このような主旨に沿って行った本発明の第９実施例の実験結果について、図１７乃至図２
０を参照して説明する。
【０１１２】
第９実施例において第４乃至第８実施例と異なるところは、銅を被覆する下地膜（□印）
とその上の主絶縁膜（○印）の２層の絶縁膜を成膜している点である。下地膜の膜厚を１
０ｎｍとし、主絶縁膜の膜厚を９０ｎｍとした。この実施の形態では２層の絶縁膜全体の
絶縁破壊耐性を調査した。
【０１１３】
図１７に、ガス圧力Ｐを変化させて作成した下地膜の種類（Ｌ１乃至Ｌ３）を示し、併せ
てガス圧力Ｐと比誘電率の関係を示す。図１８に、Ｎ 2Ｏガス流量を変化させて作成した
下地膜の種類（Ｌ４、Ｌ５）を示し、併せてＮ 2Ｏガス流量と比誘電率の関係を示す。図
１９に、ガス圧力Ｐを変化させて作成した主絶縁膜の種類（Ｕ１乃至Ｕ３）を示し、併せ
てガス圧力Ｐと比誘電率の関係を示す。図２０に、図１７及び図１８の下地膜と図１９の
主絶縁膜とを組み合わせた２層の絶縁膜（Ｓ２５乃至Ｓ３１）の絶縁破壊耐性を調査した
結果を示す。
【０１１４】
図１７は成膜ガスのガス圧力（Ｐ）に対する成膜した下地膜の比誘電率（ｋ）の変化の様
子について示すグラフである。図１７において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）
を示し、横軸は線形目盛で表した成膜ガスのガス圧力（Ｐ）（ Torr）を示す。
【０１１５】
まず、この調査に用いた試料Ｌ１乃至Ｌ３の作成条件について説明する。成膜前処理条件
及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件 IX）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００  sccm
Ｈｅ流量：４００ sccm
ガス圧力（Ｐ）：０．５  ，１．０，１．５ Torr
（Ｌ１は０．５ Torr、Ｌ２は１．０ Torr、Ｌ３は１．５ Torrである。）
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜（下地膜）
膜厚：１０ｎｍ
比誘電率：図１７を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。
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【０１１６】
図１７に示す結果によれば、ガス圧力Ｐの増大するにつれて比誘電率も増大する。ガス圧
力０．５ Torrで比誘電率はおよそ３．５となり、１．０ Torrでおよそ２．９となり、１．
５ Torrでおよそ２．７となった。
【０１１７】
図１８は成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量に対する成膜した下地膜の比誘電率（ｋ）の変化の
様子について示すグラフである。図１８において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ
）を示し、横軸は線形目盛で表した成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量（ sccm）を示す。
【０１１８】
まず、この調査に用いた試料Ｌ４乃至Ｌ５の作成条件について説明する。成膜前処理条件
及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件Ｘ）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：１００、４００ sccm
（Ｌ４は１００ sccm、Ｌ５は４００ sccmである。）
Ｈｅ流量：４００ sccm
ガス圧力（Ｐ）：１．０  Torr
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜（下地膜）
膜厚：１０ｎｍ
比誘電率：図１８を参照。
比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。
【０１１９】
図１８に示す結果によれば、Ｎ 2Ｏガス流量１００ sccmで比誘電率はおよそ３．１となり
、４００ sccmでおよそ２．９となった。
【０１２０】
図１９は成膜ガスのガス圧力Ｐに対する成膜した主絶縁膜の比誘電率（ｋ）の変化の様子
について示すグラフである。図１９において、縦軸は線形目盛で表した比誘電率（ｋ）を
示し、横軸は線形目盛で表した成膜ガスのガス圧力（ Torr）を示す。
【０１２１】
まず、この調査に用いた試料Ｕ１乃至Ｕ３の作成条件について説明する。成膜前処理条件
及びアニール条件は第 1実施例と同じである。成膜条件は以下の通り。
（成膜条件 XI）
（ｉ）成膜ガス条件
ＨＭＤＳＯ流量：５０  sccm
Ｎ 2Ｏ流量：４００ sccm
Ｈｅ流量：４００ sccm
ガス圧力（Ｐ）：０．５  ，１．０，１．５ Torr
（Ｕ１は０．５ Torr、Ｕ２は１．０ Torr、Ｕ３は１．５ Torrである。）
（ ii）プラズマ化条件
高周波電力 (13.56MHz)Ｐ RF：２５０Ｗ
低周波電力 (380KHz)Ｐ LF：０Ｗ
（ iii）基板加熱温度：３７５℃
（ iv）成膜されたシリコン含有絶縁膜（主絶縁膜）
膜厚：９０ｎｍ
比誘電率：図１９を参照。
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比誘電率の測定はアニール前に第１実施例と同じように行った。
【０１２２】
図１９に示す結果によれば、主絶縁膜に関し、ガス圧力０．７ Torrで比誘電率はおよそ３
．１となり、１．０ Torrでおよそ２．９となり、１．５ Torrでおよそ２．７となった。
【０１２３】
次に、主絶縁膜（Ｕ１乃至Ｕ３）と種々の下地膜（Ｌ１乃至Ｌ５）とを組み合わせた２層
の絶縁膜（Ｓ２５乃至Ｓ３１）に関し、取得した絶縁破壊耐性について説明する。Ｓ２５
はＬ１＋Ｕ１の組み合わせ、Ｓ２６はＬ１＋Ｕ２の組み合わせ、Ｓ２７はＬ１＋Ｕ３の組
み合わせ、Ｓ２８はＬ２＋Ｕ３の組み合わせ、Ｓ２９はＬ３＋Ｕ２の組み合わせ、Ｓ３０
はＬ４＋Ｕ３の組み合わせ、Ｓ３１はＬ５＋Ｕ３の組み合わせである。
【０１２４】
図２０は、試料Ｓ２５乃至Ｓ３１について取得した絶縁破壊耐性を示すグラフである。横
軸は線形目盛りで表した下地膜の比誘電率、縦軸は線形目盛りで表した主絶縁膜の比誘電
率である。絶縁破壊耐性の測定は第１実施例のリーク電流の測定方法と同じ方法に従って
行った。
【０１２５】
図２０によれば、Ｓ２９のみが絶縁破壊耐性が十分でなく、それ以外の試料は十分な絶縁
破壊耐性をもつ。ここで、下地膜の比誘電率に関しては、Ｓ２９のみが２．７と低く、他
の試料は２．９以上である。また、主絶縁膜の比誘電率に関しては、Ｓ２７、Ｓ２８、Ｓ
３０、Ｓ３１が２．７と低く、他の試料は２．９以上ある。言い換えれば、下地膜の比誘
電率が低いと、主絶縁膜の比誘電率の大きさにかかわらず、絶縁破壊耐性が低下する傾向
にある。即ち、下地膜の膜質によって絶縁破壊耐性が決まっていることを示しており、２
層の絶縁膜の絶縁破壊耐性を向上させるためには下地膜の比誘電率をある程度高くする必
要がある。
【０１２６】
この結果から、比誘電率を低く、かつ絶縁破壊耐性を高くという要求に応えるためには、
下地膜の比誘電率をある程度高くしてできるだけ薄く形成し、かつ主絶縁膜の比誘電率を
できるだけ下げて層間絶縁膜として必要な膜厚となるように形成することが好ましい。
【０１２７】
以上、実施の形態によりこの発明を詳細に説明したが、この発明の範囲は上記実施の形態
に具体的に示した例に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の上記実
施の形態の変更はこの発明の範囲に含まれる。
【０１２８】
例えば、第１の実施の形態では、シロキサン結合を有するアルキル化合物としてヘキサメ
チルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ）を用いているが、上記した他のシロキサン結合を有する
アルキル化合物、例えばオクタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ）、テトラメ
チルシクロテトラシロキサン（ＴＭＣＴＳ）又はオクタメチルトリシロキサン（ＯＭＴＳ
）を用いることも可能である。
【０１２９】
また、第１の実施の形態では、酸素含有ガスとして一酸化二窒素（Ｎ 2Ｏ）を用いている
が、その代わりに酸素（Ｏ 2）、水（Ｈ 2Ｏ）又は二酸化炭素（ＣＯ 2）の何れか一を用い
てもよい。
【０１３０】
さらに、上記第１乃至第３実施例では、ハイドロカーボンを有するガスを用いていないが
、メタン（ＣＨ 4）や、アセチレン（Ｃ 2Ｈ 2）を加えてもよい。
【０１３１】
また、上記実施の形態のシロキサン結合を有するアルキル化合物を用いずに、その代わり
にメチルシランや、Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物を用いることもできる。
【０１３２】
この場合、メチルシランとして、モノメチルシラン（ SiH3 (CH3 )）、ジメチルシラン（ SiH
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2 (CH3 )2）、トリメチルシラン（ SiH(CH3 )3）、又はテトラメチルシラン（ Si(CH3 )4）のう
ち何れか一を用い得る。Ｏ－Ｓｉ－Ｏ結合を有するアルキル化合物として、 CH3 -O-Si(CH3
)2 -O-CH3の構造式を有する化合物を用い得る。
【０１３３】
【発明の効果】
以上のように、本発明によれば、アルキル化合物と、酸素含有ガスとを含む成膜ガスを第
１の電極と第２の電極の間に供給し、ガス圧力を１Ｔｏｒｒ以下に調整し、その後、第１
及び第２の電極のうち何れか一に周波数１ＭＨｚ以上の高周波電力を供給して成膜ガスを
プラズマ化し、反応させて銅配線を被覆するバリア絶縁膜を形成している。
【０１３４】
高周波電力のみでプラズマ化した成膜ガスを用いることにより、低い比誘電率を達成でき
るとともに、少なくとも成膜初期に成膜ガスの圧力を１ Torr以下にすることにより銅の拡
散を防止し得るに十分な絶縁膜の緻密性を維持することができる。
【０１３５】
さらに、成膜ガスの圧力を低い圧力から１Ｔｏｒｒまで徐々に上昇させながら成膜し、又
はアンモニア（ＮＨ 3）や窒素（Ｎ 2）を含む成膜ガスを用い、又はアンモニア（ＮＨ 3）
や窒素（Ｎ 2）を成膜初期に成膜ガスに加え、又はＨｅ或いはＡｒのうち少なくとも何れ
か一からなる希釈ガスを含む成膜ガスを用い、又は希釈ガスを含み、かつその流量を増大
させた成膜ガスを用い、また、成膜初期に低周波のバイアス電力を印加することにより低
い比誘電率を維持しつつさらに緻密性を向上させることができる。
【０１３６】
また、ハイドロカーボンを加えることにより、低い比誘電率の絶縁膜のエッチング材に対
するエッチングの選択性を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態である半導体装置の製造方法に用いられるプラズマＣＶＤ装
置の構成を示す側面図である。
【図２】（ａ）乃至（ｃ）は、本発明の実施の形態である、特に有効なガスの組み合わせ
や、有効な成膜条件の組み合わせを用いた成膜方法について示すチャート（その１）であ
る。
【図３】（ａ）、（ｂ）は、本発明の実施の形態である、特に有効なガスの組み合わせや
、有効な成膜条件の組み合わせを用いた成膜方法について示すチャート（その２）である
。
【図４】（ａ）乃至（ｆ）は、本発明の実施の形態である、特に有効なガスの組み合わせ
や、有効な成膜条件の組み合わせを用いた成膜方法について示すチャート（その３）であ
る。
【図５】本発明の第１実施例である成膜方法により成膜条件Ｉで作成された、成膜直後の
シリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図６】本発明の第１実施例である成膜方法により成膜条件Ｉで作成された、成膜直後、
かつアニール後のシリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図７】本発明の第２実施例である成膜方法により成膜条件 IIで作成された、成膜直後の
シリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図８】本発明の第２実施例である成膜方法により成膜条件 IIで作成された、成膜直後、
かつアニール後のシリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図９】本発明の第３実施例である成膜方法により成膜条件 IIIで作成された、成膜直後
のシリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図１０】本発明の第３実施例である成膜方法により成膜条件 IIIで作成された、成膜直
後、かつアニール後のシリコン含有絶縁膜のリーク電流の特性を示すグラフである。
【図１１】本発明の第４実施例である成膜方法により成膜条件 IVで作成された絶縁膜に関
し、成膜ガスのガス圧力（Ｐ）に対する比誘電率（ｋ）の変化の様子と、それらのガス圧
力（Ｐ）及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係とについ
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て示すグラフである。
【図１２】本発明の第４実施例である成膜方法により成膜条件 IVで作成された絶縁膜の銅
に対するバリア性について示すグラフである。
【図１３】本発明の第５実施例である成膜方法により成膜条件Ｖで作成された絶縁膜に関
し、成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量に対する比誘電率（ｋ）の変化の様子と、Ｎ 2Ｏガス流量
及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係とについて示すグ
ラフである。
【図１４】本発明の第６実施例である成膜方法により成膜条件 VIで作成された絶縁膜に関
し、成膜ガスのＨｅガス流量に対する比誘電率（ｋ）の変化の様子と、Ｈｅガス流量及び
比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係とについて示すグラフ
である。
【図１５】本発明の第７実施例である成膜方法により成膜条件 VIIで作成された絶縁膜に
関し、成膜ガスのＮ 2Ｏガス流量に対する比誘電率（ｋ）の変化の様子と、Ｎ 2Ｏガス流量
及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係とについて示すグ
ラフである。
【図１６】本発明の第８実施例である成膜方法により成膜条件 VIIIで作成された絶縁膜に
関し、成膜ガス中のＮＨ 3ガス流量に対する比誘電率（ｋ）の変化の様子と、ＮＨ 3ガス流
量及び比誘電率（ｋ）に対する絶縁膜のアニール後の絶縁破壊耐性の関係とについて示す
グラフである。
【図１７】本発明の第９実施例である成膜方法により成膜条件 IXで作成された２層の絶縁
膜のうちの下地膜に関し、その種類と成膜ガスのガス圧力（Ｐ）に対する比誘電率（ｋ）
の変化の様子について示すグラフである。
【図１８】本発明の第９実施例である成膜方法により成膜条件Ｘで作成された２層の絶縁
膜のうちの下地膜に関し、その種類と成膜ガス中のＮ 2Ｏガス流量に対する比誘電率（ｋ
）の変化の様子について示すグラフである。
【図１９】本発明の第９実施例である成膜方法により成膜条件 XIで作成された２層の絶縁
膜のうちの主絶縁膜に関し、その種類と成膜ガスのガス圧力に対する比誘電率（ｋ）の変
化の様子について示すグラフである。
【図２０】本発明の第９実施例である成膜方法により成膜条件 IX, Ｘ , XIで作成された下
地膜と主絶縁膜とを組み合わせた２層の絶縁膜に関し、下地膜と主絶縁膜の比誘電率（ｋ
）に対するアニール後の絶縁破壊耐性の関係について示すグラフである。
【符号の説明】
１　チャンバ
２　上部電極
３　下部電極
４　排気配管
５　バルブ
６　排気装置
７　高周波電力供給電源（ＲＦ電源）
８　低周波電力供給電源
９ａ　配管
９ｂ～９ｉ　分岐配管
１０ａ～１０ｎ，１０ｐ～１０ｘ　開閉手段
１１ａ～１１ｈ　流量調整手段
１２　ヒータ
１０１　成膜装置
１０１Ａ　成膜部
１０１Ｂ　成膜ガス供給部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】
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